
庁 議 案 件   Ｎｏ．２ 

平成２７年５月２２日   

所 管  市長公室 企画部   

  

件  名 平成２８年度 国の施策・予算に関する提案・要望について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

【政策課題】 

○マスタープランに掲げる将来像を実現するため、本市が抱える課題の解決に向け、国に対し

て、積極的に働きかけていくことが重要である。 

○国において議論が進められている権限移譲や税財源の移譲などの制度設計について、積極的

に働きかけていく必要がある。 

○昨今の経済状況などにより本市も厳しい財政運営を迫られていることから、権限や税財源の

移譲が実現するまでの間、国からの確実な財政措置について要望していく必要がある。 

対 応 方 針 

 

今後の取組 

（案） 

上記の経過・課題を踏まえ、今年度は、以下の視点に基づき、下記の２０項目を選定し、国 

に対して提案・要望活動を実施する。 

【選定の視点】 

①国が法律や制度の改正等を行うことにより、本市の事業推進が図られるもの。 

②市域内における国事業の推進を内容とするもの。 

③国による財政措置の拡充や事業採択等を内容とするもの。 

※２０項目の中から「子育て」、「都市機能の充実」の観点をもとに、最重点要望項目４項目を

選定 

 

【提案・要望項目】 

◎最重点要望項目 ４項目 

 ・府（県）費負担教職員制度権限移譲に伴う経費への財政措置について 

・子育て支援施策の推進について 

  （子ども・子育て支援新制度、保育所等利用待機児童の解消、放課後施策、 

不育症治療支援） 

・社会資本総合整備事業「堺東駅周辺地域の活性化」について 

・防災・減災対策の推進について 

  （密集市街地整備、都市計画道路の整備、橋りょうの耐震化及び長寿命化、 

水道管の耐震化、下水道事業の推進） 

○重点要望項目 １６項目 

 

【要望活動のスケジュール】 

６月中  自由民主党国会議員説明会、民主党国会議員説明会、公明党国会議員説明会 

説明会終了後   関係省庁等への要望活動を実施 

効果の想定 

・国の法律・制度の改正 

・国の平成２８年度予算への提案・要望内容の反映 

（各省庁からの概算要求・財務省の予算内示等、時宜に応じて状況を調査）等 

関係局との 

政 策 連 携 

以下の各項目所管局及び東京事務所と緊密な連携を図る。 

市長公室、財政局、文化観光局、健康福祉局、子ども青少年局、産業振興局、 

建築都市局、建設局、教育委員会事務局、上下水道局  

 



№ 最重点
新規
変更

要望項目 要望の種類
提案・
要望先

所管局 所管課
昨年度
最重点

1 ○ 府（県）費負担教職員制度権限移譲に伴う経費への財政措置について 財源確保
総務省

文部科学省
財政局

教育委員会事務局
財政課

教職員企画課 ○

子育て支援施策の推進について ○

　●子ども・子育て支援新制度について
国事業の推進
財源確保

内閣府
厚生労働省

子ども青少年局 子ども企画課

　●保育所等利用待機児童の解消に向けて
国事業の推進
財源確保

厚生労働省 子ども青少年局 幼保推進課

　●放課後施策の円滑な実施に向けて
国事業の推進
財源確保

内閣府
厚生労働省
文部科学省

教育委員会事務局 放課後子ども支援課

　●不育症の治療に対する支援について 国事業の推進 厚生労働省 子ども青少年局 子ども育成課

3 ○ 社会資本総合整備計画「堺東駅周辺地域の活性化」について 財源確保 国土交通省 建築都市局 都心まちづくり課 ○

防災・減災対策の推進について ○

　●密集市街地整備事業の推進について
財源確保
制度改正

国土交通省 建築都市局 都市整備推進課

　●都市計画道路の整備について 財源確保 国土交通省
建設局

建築都市局
道路計画課
鳳地区整備室

　●災害に強く安全・安心な道路ネットワークを形成する橋りょう耐震強化
　　並びに長寿命化修繕について

財源確保 国土交通省 建設局 道路整備課

　●水道管の耐震化の推進について
交付金
対象拡充

厚生労働省 上下水道局 配水計画課

　●大都市活動を支える下水道事業の推進について 財源確保 国土交通省 上下水道局 下水道計画課

5 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正について 権限委譲
内閣府
総務省
財務省

財政局 財政課

6
企業立地促進に係る地方税の不均一課税に伴う地方交付税による
減収補てん制度の充実について

制度改正
総務省

経済産業省
財政局

産業振興局
財政課

産業政策課

7 新規 地方における企業の拠点強化を促進する特例措置の充実について 制度改正
内閣府

経済産業省
産業振興局
市長公室

産業政策課
企画部

8 特別支援教育に係る経費の財政措置について 財源確保 文部科学省 教育委員会事務局
教務課
学務課

9 歴史的風致維持向上計画の推進について
財源確保
制度改正

国土交通省
文部科学省

建築都市局
文化観光局

都市景観室
文化財課

10 生活保護費及び関連経費の全額国庫負担について 制度改正 厚生労働省 健康福祉局 生活援護管理課

11 国民健康保険制度の抜本的制度改革と財政支援措置の拡充について
制度改正
財源確保

厚生労働省 健康福祉局 国民健康保険課

12 堺２区基幹的広域防災拠点等の整備促進について 国事業の推進 国土交通省 建築都市局 臨海整備課

13 大和川高規格堤防整備事業と土地区画整理事業の一体的整備の推進について 国事業の推進 国土交通省 建築都市局 都市整備推進課

14 市営住宅建替事業等の円滑な推進について 財源確保 国土交通省 建築都市局
住宅まちづくり課
大仙西地区整備室

15 直轄河川改修の促進について 国事業の推進 国土交通省 建設局 河川水路課

16 安全で快適な道路空間の創出と保全の推進について 財源確保 国土交通省 建設局
自転車環境整備課
道路整備課
土木監理課

17 連続立体交差事業（南海本線・南海高野線）の推進について 財源確保 国土交通省 建設局 連続立体推進課

18 阪神高速道路大和川線事業の事業推進について 財源確保 国土交通省 建設局 大和川線推進室

19 都市公園の整備・緑地保全の推進について 財源確保 国土交通省 建設局 公園緑地整備課

20 下水道事業における公的資金補償金免除繰上償還制度の実施について 制度創設
総務省
財務省

上下水道局 経営企画課

石綿健康被害の対応について 国事業の推進 環境省 健康福祉局 保健医療課

エレベーター安全対策に係る支援について
制度改正

補助対象拡充
国土交通省 建築都市局 建築監理課

◆子どもたちを健やかに育む環境づくり

◆地方分権改革の推進

平成２8年度　国の施策・予算に関する提案・要望項目一覧表

2

◆歴史文化資源を活かしたまちづくりの推進

◆取下げ項目

◆暮らしの確かな安全・安心の確保

◆都市機能の充実に向けた基盤整備

○4

○

◆都市機能の充実に向けた基盤整備

◆子どもたちを健やかに育む環境づくり

資料 


